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旧
大
道
幼
稚
園
（
前
沢
四
丁
目

　

番
先
。
敷
地
面
積
２
０
８
３
平

２５方
㍍
、
延
床
面
積
６
１
３
平
方
㍍
。

地
上
２
階
建
。
昭
和　

年
４
月
設

５５

立
、
平
成　

年
３
月
末
閉
園
）
の

２１

跡
利
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で

さ
ま
ざ
ま
な
角
度
か
ら
検
討
を
行

っ
て
き
ま
し
た
が
、
結
論
に
は
至

っ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

現
在
は
遊
休
財
産
と
な
っ
て
い

る
同
幼
稚
園
跡
に
つ
い
て
、　

年
２３

度
施
政
方
針
で
は
「
課
題
を
整
理

し
、そ
の
方
向
性
を
示
し
て
い
く
」

と
の
考
え
が
提
示
さ
れ
ま
し
た
。

検
討
に
当
た
っ
て
は
、
喫
緊
の
行

政
課
題
の
解
決
に
資
す
る
跡
利
用

策
の
方
向
性
を
検
証
す
る
こ
と
と

し
、
現
地
調
査
な
ど
も
実
施
し
な

が
ら
協
議
を
重
ね
た
結
果
、
次
の

通
り
の
利
活
用
案
を
取
り
ま
と
め

ま
し
た
。

◎
階
層
ご
と
に
防
災
備
蓄
倉
庫
と

教
育
相
談
室
と
し
て
複
合
利
用
を

図
る

○
防
災
備
蓄
倉
庫
の
必
要
性

　

東
日
本
大
震
災
の
発
生
以
降
、

地
域
防
災
の
重
要
性
が
一
層
高
ま

る
な
か
、
既
存
の
防
災
備
蓄
倉
庫

は
満
杯
の
状
態
に
あ
り
ま
す
。
今

後
、
新
た
な
備
蓄
品
の
整
備
を
行

う
に
は
、
そ
の
保
管
場
所
の
確
保

が
急
務
と
な
り
ま
す
。

　

当
該
地
は
主
要
幹
線
道
路
や
滝

山
公
園
な
ど
の
災
害
活
動
拠
点
と

な
る
公
共
施
設
に
隣
接
し
て
い
る

こ
と
か
ら
望
ま
し
い
立
地
で
あ
る

と
言
え
ま
す
。

○
教
育
相
談
室
の
必
要
性

　

現
在
、
西
中
学
校
敷
地
内
に
設

置
さ
れ
、
お
子
さ
ん
の
悩
み
や
問

題
に
つ
い
て
広
く
相
談
に
応
じ
て

い
る
滝
山
相
談
室
は
、
建
物
の
老

朽
化
が
著
し
い
こ
と
に
加
え
、
施

設
機
能
の
不
備
も
指
摘
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

教
育
相
談
室
の
立
地
条
件
と
し

て
、
学
校
か
ら
一
定
の
距
離
が
保

た
れ
て
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と

さ
れ
る
な
か
、
当
該
地
は
滝
山
相

談
室
と
滝
山
公
園
を
挟
ん
だ
位
置

に
あ
り
な
が
ら
も
、
配
置
を
大
き

く
変
更
す
る
こ
と
も
な
く
、
移
転

先
と
し
て
望
ま
し
い
立
地
で
あ
る

と
言
え
ま
す
。

　

同
案
に
つ
い
て
市
民
の
皆
さ
ん

の
ご
意
見
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

　
【
意
見
の
提
出
方
法
】　

月　

日

１２

１５

（
木
）
～　

年
１
月　

日
（
火
）
に

２４

１０

（
必
着
）、
〒
２
０
３
倆
８
５
５
５
、

市
役
所
企
画
調
整
課
あ
て
郵
送
、

フ
ァ
ク
ス
（
４
７
０
・
７
８
０
４
）、

ま
た
は
電
子
メ
ー
ル
（kikakuch

         

osei@
city.higashikurum

e.lg.

     
                 
      

j  p  
）
で
提
出
し
て
く
だ
さ
い

　

詳
し
く
は
同
課
緯
４
７
０
・
７

７
０
２
へ
。

　

市
で
は
、　

年
３
月
に
策
定
さ

１９

れ
た
東
久
留
米
市
一
般
廃
棄
物
処

理
基
本
計
画
の
見
直
し
に
伴
い
、

一
般
公
募
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
市

民
や
学
識
経
験
者
な
ど
で
構
成
す

る
「
東
久
留
米
市
廃
棄
物
減
量
等

推
進
審
議
会
」
を
設
置
し
、
検
討

を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
た
び
の
検
討
で
は
、
４
年

前
の
前
計
画
の
基
本
的
な
事
項
を

踏
襲
し
、
循
環
型
社
会
の
形
成
に

向
け
た
取
り
組
み
を
図
る
こ
と
を

目
標
と
し
、「
家
庭
ご
み
の
有
料
化

も
含
め
た
排
出
さ
れ
る
ご
み
の
減

量
」「
再
利
用
の
推
進
」
に
つ
い
て
、

報
告
書（
素
案
）を
ま
と
め
ま
し
た
。

　

市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
意
見
（
パ

ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
）
を
お
聞
か

せ
く
だ
さ
い
。

　
【
閲
覧
期
間
・
場
所
】　

月　

日

１２

１５

（
木
）
～　

年
１
月　

日
（
火
）

２４

１０

に
、
市
政
情
報
コ
ー
ナ
ー
（
市
役

所
２
階
）、
ご
み
対
策
課
（
八
幡
町

２
ノ　

ノ　

）
ま
た
は
市
ホ
ー
ム

１０

１０

ペ
ー
ジ
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す

　
【
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
提
出

方
法
】　

月　

日
（
木
）
～　

年

１２

１５

２４

１
月　

日
（
火
）
に
（
必
着
）、
事

１０

業
名
「
東
久
留
米
市
一
般
廃
棄
物

処
理
基
本
計
画
（
素
案
）」、
住
所
、

氏
名
、
年
代
（
例
＝　

代
）、
ご
意

３０

見
を
記
入
の
上
、
〒
２
０
３
倆
０

０
４
２
、
八
幡

町
２
ノ　

ノ　

、

１０

１０

市
役
所
ご
み
対

策
課
あ
て
郵
送
、

フ
ァ
ク
ス
（
４

７
７
・
６
７
５

５
）、
ま
た
は
電
子
メ
ー
ル
（go   m

i

 
  

taisaku@
city.higashikuru

        
                m  

e.    

lg.j

    p  
）
で
提
出
し
て
く
だ
さ
い

　

※
電
話
で
の
受
け
付
け
は
で
き

ま
せ
ん
。

　
【
ご
注
意
】お
寄
せ
い
た
だ
い
た

ご
意
見
は
、
個
人
情
報
を
除
き
、

後
日
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開

し
ま
す
。
ご
意
見
の
返
却
や
個
別

の
回
答
は
行
い
ま
せ
ん
の
で
、
あ

ら
か
じ
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。　

　

詳
し
く
は
同
課
緯
４
７
３
・
２

１
１
７
へ
。

旧
大
道
幼
稚
園
園
舎
の
跡
利
用

旧
大
道
幼
稚
園
園
舎
の
跡
利
用
案案

に
つ
い
て
、
皆
さ
ん
の
ご
意
見

に
つ
い
て
、
皆
さ
ん
の
ご
意
見
をを

お
聞
か
せ
く
だ
さ

お
聞
か
せ
く
だ
さ
いい

「
東
久
留
米
市
一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計

画
の
見
直
し
報
告
書（
素
案
）」
に
対
す
る

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
募
集
し
ま
す

　東京都最低賃金は２３年１０月１日から
時間額８３７円に改正されました。月給制、
日給制、時間給制など、全ての給与形
態に「時間額」が適用されます。
　詳しくは東京労働局賃金課緯０３・
３５１２・１６１４へ。

東京都最低賃金は８３７円

　特別会計は、効率的な運営やその経理を明確にするために一般会
計から独立させたもので、市では国民健康保険、後期高齢者医療、
老人保健、介護保険、下水道事業の５つの会計を設けています。

市民一人当たり現在高財産
５６７,６１１.３０㎡土地（公園や施設の敷地など）
２０２,３４４.８１㎡建物（学校や生涯学習センターなど）

１４０カ所工作物（防火貯水槽など）
５,５４７.５３㎡物権（地上権）

１９８円２,２６６万３千円出資による権利（出資金や出えん金）
６９８点物品（自動車や地域防災無線など）

１７９円２,０４８万８千円債権（施設借上敷金など）
３万２,４０４円３７億１,４１７万円基金（財政調整基金など）

市有財産の状市有財産の状況況

※基金現在高には特別会計に属するものも含めています。

（歳入）118億1,929万1千円

（歳入）1,368万1千円

（歳出）1,368万1千円

（歳出）114億5,361万1千円

国庫支出金
28億9,823万9千円
（24.5%）

国庫支出金
28億9,823万9千円
（24.5%）

国庫支出金
28億9,823万9千円
（24.5%）

国民健康保険税
26億1,419万4千円
（22.1%）

国民健康保険税
26億1,419万4千円
（22.1%）

国民健康保険税
26億1,419万4千円
（22.1%）

保険給付費
80億5,254万3千円（70.3%）
保険給付費
80億5,254万3千円（70.3%）
保険給付費
80億5,254万3千円（70.3%）

医療諸費
59万6千円
（4.4%）

医療諸費
59万6千円
（4.4%）

医療諸費
59万6千円
（4.4%）

支払基金交付金
43万6千円（3.2%）
支払基金交付金
43万6千円（3.2%）
支払基金交付金
43万6千円（3.2%）

後期高齢者支援金等
14億4,858万5千円
（12.6%）

後期高齢者支援金等
14億4,858万5千円
（12.6%）

後期高齢者支援金等
14億4,858万5千円
（12.6%）

その他
19億5,248万3千円
（17.1%）

その他
19億5,248万3千円
（17.1%）

その他
19億5,248万3千円
（17.1%）

その他
6,515万4千円
（3.4%）

その他
6,515万4千円
（3.4%）

その他
6,515万4千円
（3.4%）

前期高齢者交付金
20億2,737万1千円
（17.2%）

前期高齢者交付金
20億2,737万1千円
（17.2%）

前期高齢者交付金
20億2,737万1千円
（17.2%）

繰入金
18億3,565万8千円
（15.5%）

繰入金
18億3,565万8千円
（15.5%）

繰入金
18億3,565万8千円
（15.5%）

諸支出金
1,308万5千円（95.6%）
諸支出金
1,308万5千円（95.6%）
諸支出金
1,308万5千円（95.6%）

その他
24億4,383万円
（20.7%）

その他
24億4,383万円
（20.7%）

その他
24億4,383万円
（20.7%）

（歳入）19億2,036万2千円

（歳出）19億46万9千円

分担金及び負担金
17億9,272万1千円（94.3%）
分担金及び負担金
17億9,272万1千円（94.3%）
分担金及び負担金
17億9,272万1千円（94.3%）

繰越金
999万1千円（73.0%）
繰越金
999万1千円（73.0%）
繰越金
999万1千円（73.0%）

後期高齢者医療保険料
9億3,837万6千円（48.9%）
後期高齢者医療保険料
9億3,837万6千円（48.9%）
後期高齢者医療保険料
9億3,837万6千円（48.9%）

繰入金
9億1,683万2千円（47.7%）
繰入金
9億1,683万2千円（47.7%）
繰入金
9億1,683万2千円（47.7%）

その他
6,490万円
（3.4%）

その他
6,490万円
（3.4%）

その他
6,490万円
（3.4%）

その他
325万4千円（23.8%）
その他
325万4千円（23.8%）
その他
325万4千円（23.8%）

保健事業費
4,284万8千円（2.3%）
保健事業費
4,284万8千円（2.3%）
保健事業費
4,284万8千円（2.3%）

（歳入）30億1,993万5千円

（歳出）30億1,993万5千円

使用料及び手数料
15億4,916万円（51.3%）
使用料及び手数料
15億4,916万円（51.3%）
使用料及び手数料
15億4,916万円（51.3%）

下水道費
12億9,014万4千円（42.7%）
下水道費
12億9,014万4千円（42.7%）
下水道費
12億9,014万4千円（42.7%）

公債費
17億2,979万1千円（57.3%）
公債費
17億2,979万1千円（57.3%）
公債費
17億2,979万1千円（57.3%）

繰入金
11億207万2千円（36.5%）
繰入金
11億207万2千円（36.5%）
繰入金
11億207万2千円（36.5%）

市債
1億9,600万円
（6.5%）

市債
1億9,600万円
（6.5%）

市債
1億9,600万円
（6.5%）

その他
1億7,270万2千円
（5.7%）

その他
1億7,270万2千円
（5.7%）

その他
1億7,270万2千円
（5.7%）

（歳入）57億6,488万1千円

（歳出）57億3,690万9千円

支払基金交付金
16億2,622万9千円
（28.2%）

支払基金交付金
16億2,622万9千円
（28.2%）

支払基金交付金
16億2,622万9千円
（28.2%）

保険給付費
53億445万円（92.5%）
保険給付費
53億445万円（92.5%）
保険給付費
53億445万円（92.5%）

その他
4億3,245万9千円（7.5%）
その他
4億3,245万9千円（7.5%）
その他
4億3,245万9千円（7.5%）

保険料
11億5,738万3千円
（20.1%）

保険料
11億5,738万3千円
（20.1%）

保険料
11億5,738万3千円
（20.1%）

繰入金
10億6,314万6千円
（18.5%）

繰入金
10億6,314万6千円
（18.5%）

繰入金
10億6,314万6千円
（18.5%）

国庫支出金
11億385万3千円
（19.1%）

国庫支出金
11億385万3千円
（19.1%）

国庫支出金
11億385万3千円
（19.1%）

都支出金
8億1,352万9千円
（14.1%）

都支出金
8億1,352万9千円
（14.1%）

都支出金
8億1,352万9千円
（14.1%）

その他
74万1千円
（0.0%）

その他
74万1千円
（0.0%）

その他
74万1千円
（0.0%）

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

老人保健特別会計

介護保険特別会計

下水道事業特別会計

特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会計計計計計計計計計計計計計計計計計計計計計計特特別別会会計計

市民一人当たり残　高発行目的
１４万３,８０９円１６４億８,３５７万４千円下水道債
４万５２０円４６億４,４４２万８千円土木債
２万２,２８６円２５億５,４４６万８千円教育債
１万７,１６２円１９億６,７１２万４千円総務債
１万１,５２１円１３億２,０５１万３千円民生債
６,６７２円７億６,４７１万９千円衛生債
２,９２９円３億３,５６９万２千円消防債

１億５,０００万円国民健康保険債

１２万６,１４６円１４４億５,８９３万１千円その他（減税補てん債、臨時財政対策
債など）

３７万２,３５３円４２６億７,９４４万９千円合計
３８万３,８１５円４４０億４,４２５万２千円（参考）２１年度末残高

市債借り入れの状市債借り入れの状況況

※国民健康保険債は被保険者（３万５,３３８人）一人当たり４,２４５円です。

総務費
９０７万円長期総合計画策定事業
５,１７６万円平成２２年度国勢調査

民生費
６,００５万円新川学童保育所整備事業
１,８６９万円わくわく健康プラザ体育室改修工事

衛生費
２００万円湧水フォーラム全国大会の開催

土木費
４,３５９万円一般道路工事
２億２５７万円道路舗装補修工事
１,２７４万円道路排水施設整備工事

１億５,９２４万円道路新設改良事業
１１億８,７３７万円都市計画道路整備事業

消防費
１,８６９万円消防ポンプ自動車購入

１３億９,３９６万円消防事務委託負担金
教育費

２億７,７８５万円小学校体育館耐震補強工事
３,６７９万円第五小学校擁壁改修工事

２２年度に実施した主な事２２年度に実施した主な事業業


